
 

 

 

 

 平成17年国勢調査（10月１日実施）の第

２次基本集計結果（労働力状態，産業別就

業者数，就業時間など）が総務省統計局か

ら１月に公表されました。 

今号では福岡市の概要を紹介します。 
 

１．労働力状態 

  福岡市の労働力率は62.9％ 

平成17年10月１日現在の福岡市におけ

る15歳以上の人口総数は1,196,965人で，

うち労働力人口(※1)は696,976人と，前回

（平成12年）の国勢調査に比べ12,837人

増加（増加率1.9％）しています。労働力

率(※2)は62.9％で，前回に比べ0.1ポイン

ト上昇しています。 

労働力人口の内訳を見ると，「就業者」

全体は648,832人と前回に比べ2,945人増

加（同0.5％）しているものの，「主に仕

事」は前回に比べ11,963人減少（同△

2.2％）しており，「家事のほか仕事」が

10,433人増加（同15.3％），「休業者」が

3,659人増加（同42.2％）しています。 

一方，「完全失業者」も48,144人と前回

に比べ9,892人増加（同25.9％）しており，

完全失業率(※3)は6.9％と，前回に比べ1.3

ポイント上昇しています。 

男女別に労働力人口を見ると，男性は

389,831人（前回比993人，0.3％増），女

性は307,145人（同11,844人，4.0％増）

と女性の増加が目立っており，労働力率

では，男性76.0％，女性51.6％と，前回

に比べ男性は0.1ポイント上昇，女性は

0.4ポイントの上昇となっています。 

さらに，労働力率を年齢階級別に見て

も，前回に比べ男性は25～29歳と65歳以

上の階級を除く年齢階級，女性は20～24

歳の階級を除く年齢階級で上昇していま

すが，上昇したすべての年齢階級で女性

の伸びが男性を上回っています。特に，

女性の25～39歳の上昇幅が他の年齢階級

に比べて大きくなっています。 

完全失業率は，男性は7.3％（前回比1.7
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（単位：人，％）

前回比 前回比 前回比

総　　　数　　（注１）1 145 570 547 015 598 5551 196 965 566 649 630 31651 3954.5 19 6343.6 31 7615.3

労働力人口  684 139 388 838 295 301 696 976 389 831 307 14512 8371.9  993 0.3 11 8444.0
　就業者  645 887 367 028 278 859 648 832 361 482 287 3502 9450.5△5 546△1.5 8 4913.0
　　主に仕事  549 763 348 177 201 586 537 800 339 929 197 871△11 963△2.2△8 248△2.4△3 715△1.8
　　家事のほか仕事  68 275 3 114 65 161 78 708 3 959 74 74910 43315.3  84527.1 9 58814.7
　　通学のかたわら仕事  19 173 11 010 8 163 19 989 11 140 8 849 816 4.3  130 1.2  686 8.4
　　休業者  8 676 4 727 3 949 12 335 6 454 5 8813 65942.2 1 72736.5 1 93248.9
　完全失業者  38 252 21 810 16 442 48 144 28 349 19 7959 89225.9 6 53930.0 3 35320.4
労働力率　　　（注２） 62.8 75.9 51.2 62.9 76.0 51.6 0.1ﾎﾟｲﾝﾄ 0.1ﾎﾟｲﾝﾄ 0.4ﾎﾟｲﾝﾄ

完全失業率 5.6 5.6 5.6 6.9 7.3 6.4 1.3ﾎﾟｲﾝﾄ 1.7ﾎﾟｲﾝﾄ 0.8ﾎﾟｲﾝﾄ

非労働力人口  405 006 123 484 281 522 410 930 122 874 288 0565 9241.5 △ 610△0.5 6 5342.3
　家事  191 887 6 176 185 711 180 798 7 200 173 598△11 089△5.8 1 02416.6△12 113△6.5

　通学  110 697 61 881 48 816 95 680 52 368 43 312△15 017△13.6△9 513△15.4△5 504△11.3
　その他  102 422 55 427 46 995 134 452 63 306 71 14632 03031.3 7 87914.224 15151.4

　注１）総数には労働力状態「不詳」を含む。
　注２）労働力率には労働力状態「不詳」を含まない。

女

平成12年 平成17年 増減

総数 男 女 総数 男 女 総数 男

表１ 労働力状態（男女別 15歳以上） 

※1)労働力人口…「就業者」と「完全失業者」を合わせたもの 
「就業者」とは，調査週間中（平成17年９月24日～９月30日），賃金，給料，内職収入

など収入になる仕事を少しでもした人 
「完全失業者」とは，調査週間中，収入になる仕事を少しもしなかった人のうち，仕

事に就くことが可能であって，かつ，公共職業安定所に申し込むなどして積極的に仕事
を探していた人 

※2)労働力率…15歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く）に占める労働力人口の割合 
※3)完全失業率…労働力人口に占める完全失業者の割合 



ポイント上昇），女性は6.4％（同0.8ポイ

ント上昇）となっており，年齢階級別に

見ると，男女とも60～64歳を除くすべて

の階級で上昇しています。 

非労働力人口は410,930人で，前回に比

べ5,924人増加（増加率1.5％）していま

す。内訳を見ると，前回に比べ「家事」

は11,089人減少（同△5.8％），「通学」は

15,017人減少（同△13.6％）しているの

に対し，「その他」（高齢者など）が32,030 

 人増加（同31.3％）しています。 

（表１，表２，図１～４） 

 

２．産業（大分類）別就業者 
「医療，福祉」，「情報通信業」が増加 

産業大分類別の就業者を見ると，「卸

売・小売業」が前回に比べ10,677人減少

したものの，150,695人（構成比23.2％）

と依然として最も多く，次いで「サービ

ス業（他に分類されないもの）」111,356
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表２ 年齢階級別労働力率 

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

総 数 696 976389 831307 14562.9 76.0 51.6 12 837  993 11 844 0.1 0.1 0.4

15～ 19歳 14 1777 272 6 905 18.2 18.3 18.2△1 580△ 987 △ 593 0.8 0.6 1.2

20～ 24歳 68 52532 52635 999 67.2 63.9 70.5△12 135△5 719△6 416 0.1 1.6 △1.6

25～ 29歳 83 94742 83841 109 84.8 93.0 77.7△12 412△8 540△3 872 1.4 △0.4 3.4

30～ 34歳 87 26749 88837 379 79.7 96.9 64.4 10 9774 660 6 317 2.5 0.4 4.6

35～ 39歳 75 59843 88431 714 79.2 97.7 62.7 8 146 3 148 4 998 1.7 0.3 3.6

40～ 44歳 70 39139 77430 617 82.2 97.9 68.1 3 877 1 055 2 822 1.2 0.3 2.6

45～ 49歳 68 05737 91530 142 83.9 97.7 71.2△6 959△5 140△1 819 1.7 0.5 3.1

50～ 54歳 72 72841 39631 332 81.6 96.9 67.4△7 864△5 171△2 693 1.5 0.9 2.1

55～ 59歳 74 51443 92830 586 76.5 94.6 60.0 18 39710 7977 600 2.2 1.0 2.8

60～ 64歳 41 00624 87616 130 57.0 75.9 41.2 6 529 3 807 2 722 2.9 2.2 3.0

65歳 以上 40 76625 53415 232 20.5 32.7 12.6 5 861 3 083 2 778 △0.8 △2.3 0.1

平成17年 平成12～17年の増減
労働力人口（人） 労働力率（％） 労働力人口（人） 労働力率（ﾎﾟｲﾝﾄ）



人（同17.2％），「医療，福祉」60,534

人（同9.3％），「建設業」55,243人（同

8.5％），「飲食店，宿泊業」45,842人（同

7.1％）と続きます。 

特に「医療，福祉」は，前回に比べ9,730

人増加し，増加率も19.2％と大幅に伸び，

また，「情報通信業」（前回比3,501人，

14.9％増）の伸びも目立っています。 

男女別で見ると，「卸売・小売業」，「サ

ービス業（他に分類されないもの）」の

順で男女ともに就業者が多く，次いで男

性は「建設業」，女性は「医療，福祉」

と続きます。 

第１～３次の産業別で見ると，第３次

産業の構成比が81.6％と圧倒的に大き

く，第２次産業は「建設業」，「製造業」

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

648 664369 214279 450648 832361 482287 350 0.0 △2.1 2.8

A農 業 3 978 2 248 1 730 4 133 2 411 1 722 3.9 7.3 △0.5
B林 業  73  53  20  62  52  10 △15.1 △1.9 △50.0

C漁 業 1 041  978  63  829  707  122 △20.4 △27.7 93.7

D鉱 業  76  56  20  48  42  6 △36.8 △25.0 △70.0
E建 設 業 62 09852 08810 01055 24346 1769 067△11.0 △11.4 △9.4

F製 造 業 45 30428 07717 22738 87624 54114 335△14.2 △12.6 △16.8

G
電気・ガス・熱供

給 ・ 水 道 業
3 820 3 173  647 4 076 3 547  529 6.7 11.8 △18.2

H情 報 通 信 業 23 55116 2207 33127 05218 6408 412 14.9 14.9 14.7

I運 輸 業 34 87629 0675 80936 07029 6356 435 3.4 2.0 10.8

J卸 売 ・ 小 売 業 161 37287 49373 879150 69578 96571 730△6.6 △9.7 △2.9

K金 融 ・ 保 険 業 25 42313 28512 13823 21611 61311 603△8.7 △12.6 △4.4

L不 動 産 業 15 1349 464 5 67015 7239 246 6 477 3.9 △2.3 14.2
M飲食店 ，宿 泊業 49 87921 63528 24445 84219 96225 880△8.1 △7.7 △8.4

N医 療 ， 福 祉 50 80413 37237 43260 53415 26945 265 19.2 14.2 20.9

O教育，学習支援業 32 58015 03017 55032 91014 98117 929 1.0 △0.3 2.2

P複合サービス事業 4 609 2 874 1 735 4 535 2 960 1 575 △1.6 3.0 △9.2

Q
サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの）

102 58254 68347 899111 35659 03952 317 8.6 8.0 9.2

R
公 務
（他に分類されないもの）

16 42511 4035 02217 73612 3815 355 8.0 8.6 6.6

S分類不 能の 産業 15 0398 015 7 02419 89611 3158 581 32.3 41.2 22.2

5 092 3 279 1 813 5 024 3 170 1 854 △1.3 △3.3 2.3

107 47880 22127 25794 16770 75923 408△12.4 △11.8 △14.1

521 055277 699243 356529 745276 238253 507 1.7 △0.5 4.2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

A農 業 0.6 0.6 0.6 0.6 0.7 0.6
B林 業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

C漁 業 0.2 0.3 0.0 0.1 0.2 0.0

D鉱 業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
E建 設 業 9.6 14.1 3.6 8.5 12.8 3.2

F製 造 業 7.0 7.6 6.2 6.0 6.8 5.0

G
電気・ガス・熱供

給 ・ 水 道 業
0.6 0.9 0.2 0.6 1.0 0.2

H情 報 通 信 業 3.6 4.4 2.6 4.2 5.2 2.9

I運 輸 業 5.4 7.9 2.1 5.6 8.2 2.2

J卸 売 ・ 小 売 業 24.9 23.7 26.4 23.2 21.8 25.0
K金 融 ・ 保 険 業 3.9 3.6 4.3 3.6 3.2 4.0

L不 動 産 業 2.3 2.6 2.0 2.4 2.6 2.3

M飲食店 ，宿 泊業 7.7 5.9 10.1 7.1 5.5 9.0

N医 療 ， 福 祉 7.8 3.6 13.4 9.3 4.2 15.8
O教育，学習支援業 5.0 4.1 6.3 5.1 4.1 6.2

P複合サービス事業 0.7 0.8 0.6 0.7 0.8 0.5

Q
サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの）

15.8 14.8 17.1 17.2 16.3 18.2

R
公 務
（他に分類されないもの）

2.5 3.1 1.8 2.7 3.4 1.9

S分類不 能の 産業 2.3 2.2 2.5 3.1 3.1 3.0

0.8 0.9 0.6 0.8 0.9 0.6

16.6 21.7 9.8 14.5 19.6 8.1

80.3 75.2 87.1 81.6 76.4 88.2

注）平成12年の数値は，平成17年の産業分類に組み替えて算出している。

実　数（人）

第３次産業（G～R）

総 数

（再掲）

第１次産業（A～C）

構成比（％）

第３次産業（G～R）

第２次産業（D～F）

第２次産業（D～F）

総 数

（再掲）

第１次産業（A～C）

産業（大分類）
平成12年 平成17年 増減率（％）

表３ 産業（大分類）別就業者 



の減少が目立っています。（表３） 

 

３．就業時間 

平均週間就業時間は42.2時間 

就業者の平均週間就業時間は42.2時

間で，前回に比べ1.2時間減少していま

す。男女別では，男性は47.3時間で前回

に比べ0.8時間減少，女性は35.8時間で

1.2時間減少しています。 

従業上の地位別で見ると，「雇人のあ

（単位：時間）

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

43.4 48.1 37.0 42.2 47.3 35.8△1.2 △0.8 △1.2

雇 用 者 ※1 43.1 48.1 37.0 42.0 47.3 35.9△1.1 △0.8 △1.1

常 雇 ※2 45.6 49.7 39.8 44.7 49.1 38.7△0.9 △0.6 △1.1

臨 時 雇 ※3 28.3 31.7 26.6 28.1 31.3 26.5△0.2 △0.4 △0.1

役 員 ※4 45.8 48.4 38.0 44.7 47.6 35.9△1.1 △0.8 △2.1

雇人のある業主 ※5 50.1 52.0 43.7 49.3 51.3 41.7△0.8 △0.7 △2.0

雇人のない業主 ※6 42.6 45.9 33.5 40.5 44.2 30.6△2.1 △1.7 △2.9

家 族 従 業 者 ※7 39.9 46.7 38.4 38.3 46.1 36.5△1.6 △0.6 △1.9

家 庭 内 職 者 ※8 25.0 28.3 24.7 21.7 24.3 21.5△3.3 △4.0 △3.2

37.8 40.3 34.5 37.2 39.9 33.5△0.6 △0.4 △1.0

35.3 38.3 24.5 38.7 41.6 20.5 3.4 3.3 △4.0

40.9 43.3 27.3 38.2 40.7 25.2△2.7 △2.6 △2.1

45.9 47.7 38.3 39.8 42.2 23.8△6.1 △5.5△14.5

47.0 48.8 37.7 46.3 48.3 36.0△0.7 △0.5 △1.7

44.8 49.1 37.7 43.5 47.7 36.3△1.3 △1.4 △1.4

44.2 45.2 38.7 43.8 44.3 40.2△0.4 △0.9 1.5

47.5 50.0 38.6 － － － － － －

－ － － 45.9 48.5 39.9 － － －

－ － － 48.8 51.2 37.6 － － －

43.5 49.7 36.8 － － － － － －

－ － － 42.3 48.2 35.7 － － －

44.3 49.7 39.0 43.4 49.1 37.6△0.9 △0.6 △1.4

40.7 45.5 34.0 39.0 44.0 31.9△1.7 △1.5 △2.1

－ － － 40.2 48.6 33.7 － － －

－ － － 39.3 46.2 36.9 － － －

－ － － 37.8 42.5 33.8 － － －

－ － － 40.1 42.9 34.7 － － －

41.8 46.6 37.5 － － － － － －

－ － － 41.2 45.7 36.1 － － －

40.8 44.2 32.6 41.2 44.6 33.3 0.4 0.4 0.7

複合サービス事業

　注１）総数及び産業（大分類）には，従業上の地位「不詳」を含む。

　注２）「分類不能の産業」を除く。

サ ー ビ ス 業

サ ー ビ ス 業
（ 他 に 分 類さ れな いも の）

公 務
（ 他 に 分 類さ れな いも の）

　注３）平成12年と平成17年とで産業分類に相違があるが，数値は組み替えていない。

不 動 産 業

飲 食 店 ， 宿 泊 業

医 療 ， 福 祉

教育，学習支援業

運 輸 業
卸 売 ・ 小 売 業 ，
飲 食 店

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・
水 道 業

運 輸 ・ 通 信 業

情 報 通 信 業

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

増減

従 業 上 の 地 位

産 業 （ 大 分 類 ）

農 業

総 数

従 業 上 の 地 位

産 業 （ 大 分 類 ）

平成12年 平成17年

表４ 従業上の地位，産業（大分類）別平均週間就業時間 

※1)雇用者…会社員・公務員・団体職員・個人商店の従業員・住み込みの家事手伝い・日々雇用されてい

る人・臨時雇いなど，会社・団体・個人や官公庁に雇用されている人で，次にいう「役員」で

ない人 

※2)常雇…期間を定めずにまたは１年を超える期間を定めて雇われている人 

※3)臨時雇…日々または１年以内の期間を定めて雇われている人 

※4)役員…会社の社長・取締役・監査役，団体理事・監事，公団や事業団の総裁・理事・監事などの役員 

※5)雇人のある業主…個人経営の商店主・工場主・農業主などの事業主や開業医・弁護士などで，雇人が

いる人 

※6)雇人のない業主…個人経営の商店主・工場主・農業主などの事業主や開業医・弁護士・著述家・家政

婦などで，個人または家族とだけで事業を営んでいる人 

※7)家族従業者…農家や個人商店などで，農仕事や店の仕事などを手伝っている家族 

※8)家庭内職者…家庭内で賃仕事（家庭内職）をしている人 



る業主」が49.3時間で前回と同様に最長

で，次いで「雇用者・常雇」と「役員」

が44.7時間となっています。 

さらに，男女別で見ると，男性は「雇

人のある業主」が51.3時間，「雇用者・

常雇」は49.1時間，「役員」は47.6時間，

女性は「雇人のある業主」が41.7時間，

「雇用者・常雇」は38.7時間，「家族従

業者」は36.5時間となっています。 

産業（大分類）別で見ると，「運輸業」

が48.8時間と最も長く，次いで「建設業」

46.3時間，「情報通信業」45.9時間とな

っています。男女別では，男性は「運輸

業」51.2時間，「金融・保険業」49.1時

間，「飲食店，宿泊業」48.6時間の順，

女性は「電気・ガス・熱供給・水道業」

40.2時間，「情報通信業」39.9時間，「運

輸業」と「金融・保険業」37.6時間の順

となっています。（表４） 

 

４．夫婦の就業状況 

「夫・妻とも就業」の世帯が最多に 

夫婦のいる一般世帯総数は283,571世

帯で，うち「夫・妻ともに就業」が前回

と順位が逆転し，115,597世帯（構成比

40.8％，親族人員391,635人）と最も多

くなっており，次いで「夫が就業，妻が

非就業」の106,126世帯（同37.4％，同

352,588人）となっています。 

子供ありの世帯を見ても，総数

180,201世帯のうち，最も多いのは「夫・

妻ともに就業」の81,124世帯（同45.0％，

同318,992人）で，次いで「夫が就業，

妻が非就業」の76,473世帯（同42.4％，

同290,761人）となって，こちらも前回

と順位が逆転しています。 

ただし，最年少の子供が６歳未満の世 

帯を見ると，前回と順位に変動はなく，

総数53,162世帯のうち，最も多いのは

「夫が就業，妻が非就業」の33,365世帯

平成12年 17年 平成12年 17年 平成12年 17年 平成12年 17年 平成12年 17年

夫婦のいる一般世帯

　世帯数  275 204 283 571 110 695 115 597 112 621 106 126 8 510 9 163 36 138 43 807

　　子供なし  94 141 103 370 31 246 34 473 29 836 29 653 3 952 4 305 24 491 29 596

　　子供あり  181 063 180 201 79 449 81 124 82 785 76 473 4 558 4 858 11 647 14 211

　　　最年少の子供が ６歳未満  53 176 53 162 15 378 17 549 35 970 33 365  438   429   954 1 027

６～17歳  62 587 58 190 35 072 33 822 25 267 21 899  967   955   788   709

18歳以上  65 300 68 849 28 999 29 753 21 548 21 209 3 153 3 474 9 905 12 475

　親族人員  899 352 904 119 383 178 391 635 381 461 352 588 25 006 26 753 90 499 109 259
　　子供なし  196 177 215 004 65 891 72 643 62 254 61 827 8 283 9 046 50 263 60 538

　　子供あり  703 175 689 115 317 287 318 992 319 207 290 761 16 723 17 707 40 236 48 721

　　　最年少の子供が ６歳未満  207 644 205 175 61 968 69 530 138 533 127 047 1 696 1 645 3 643 3 923

６～17歳  263 201 239 784 149 562 141 354 104 354 88 563 4 027 3 844 3 192 2 816

18歳以上  232 330 244 156 105 757 108 108 76 320 75 151 11 000 12 218 33 401 41 982

夫婦のいる一般世帯

　世帯数 100.0 100.0 40.2 40.8 40.9 37.4 3.1 3.2 13.1 15.4

　　子供なし 100.0 100.0 33.2 33.3 31.7 28.7 4.2 4.2 26.0 28.6

　　子供あり 100.0 100.0 43.9 45.0 45.7 42.4 2.5 2.7 6.4 7.9

　　　最年少の子供が ６歳未満 100.0 100.0 28.9 33.0 67.6 62.8 0.8 0.8 1.8 1.9

６～17歳 100.0 100.0 56.0 58.1 40.4 37.6 1.5 1.6 1.3 1.2

18歳以上 100.0 100.0 44.4 43.2 33.0 30.8 4.8 5.0 15.2 18.1

　親族人員 100.0 100.0 42.6 43.3 42.4 39.0 2.8 3.0 10.1 12.1

　　子供なし 100.0 100.0 33.6 33.8 31.7 28.8 4.2 4.2 25.6 28.2

　　子供あり 100.0 100.0 45.1 46.3 45.4 42.2 2.4 2.6 5.7 7.1

　　　最年少の子供が ６歳未満 100.0 100.0 29.8 33.9 66.7 61.9 0.8 0.8 1.8 1.9

６～17歳 100.0 100.0 56.8 59.0 39.6 36.9 1.5 1.6 1.2 1.2

18歳以上 100.0 100.0 45.5 44.3 32.8 30.8 4.7 5.0 14.4 17.2

注）総数には，夫，妻の労働力状態「不詳」を含む。

子供の有無・年齢
総　　数 夫・妻ともに就業 夫が就業，妻が非就業 夫が非就業，妻が就業 夫・妻ともに非就業

実　数（世帯，人）

構　成　比（％）

表５ 子供の有無・年齢，夫婦の就業・非就業別夫婦のいる一般世帯数及び親族人員 



（同62.8％，同127,047人）で，次いで

「夫・妻ともに就業」の17,549世帯（同

33.0％，同69,530人）と続いていますが，

構成比は「夫・妻ともに就業」が4.1ポ

イント上昇し，「夫が就業，妻が非就業」

が4.8ポイント低下しており，その差が

縮まっています。（表５，図５，図６） 

 

５．外国人の就業状況（再掲） 

市内外国人の労働力率は54.5％  

外国人の 15歳以上の人口総数は

15,136人，うち労働力人口は6,347人で，

労働力率は54.5％となっています。 

国籍別就業状況を見ると，韓国，朝鮮

と中国で15歳以上人口総数の７割を超

え，労働力人口においても６割を超えて

います。15歳以上の人口総数は中国が韓

国，朝鮮を上回っていますが，労働力人

口と労働力率では，逆に韓国，朝鮮が中

国を上回っています。中国は非労働力人

口，中でも通学が多くなっています。 

  ＊   ＊   ＊   ＊    

福岡市ホームページ 

http://www.city.fukuoka.jp/datafile 

総務省統計局ホームページ 

http://www.stat.go.jp/data/kokusei/ 

index.htm 

（単位：人，％）

総 数 主に仕事
家 事 の
ほ か
仕 事

通 学 の
かたわら
仕 事

休 業 者

総 数 15 1366 3475 8304 214 647  815  154  517 54.55 2971 8522 755 690

韓 国 ， 朝 鮮 4 3102 4492 2051 771 312  54  68  244 58.91 710 750  499  461
中 国 4 9842 1351 9651 078 172  669  46  170 46.02 502 5791 810 113
フ ィ リ ピ ン  495  294  260  200  57 -  3  34 62.6  176  151  23  2
タ イ  72  32  29  20  9 - -  3 47.1  36  18  17  1
インドネシア  102  48  43  31  4  6  2  5 47.5  53  20  31  2
ベ ト ナ ム  66  23  23  11  1  10  1 - 40.4  34  8  26 -
イ ギ リ ス  138  107  106  100  3 -  3  1 81.7  24  11  11  2
ア メ リ カ  340  240  233  210  14  2  7  7 73.8  85  25  31  29
ブ ラ ジ ル  54  27  27  23  4 - - - 50.9  26  11  14  1
ペ ル ー  42  27  23  19  4 - -  4 65.9  14  6  5  3
そ の 他 （注２） 4 533 965  916  751  67  74  24  49 60.2  637  273  288  76

　注１）総数には，労働力状態「不詳」を含む。

　注２）その他には，無国籍及び国名「不詳」を含む。

非労働力人口

総 数

就　業　者
完 全
失 業 者

総 数 家 事 通 学 そ の 他

総　数

（注１）

労働力人口

労働力率

表６ 労働力状態，国籍別 15歳以上外国人数 

0 50 100 150 200 250 300

17年

平成12年

夫・妻ともに就業 夫が就業，妻が非就業

夫が非就業，妻が就業 夫・妻ともに非就業

図５ 夫婦の就業・非就業別夫婦のいる

一般世帯数 

(千世帯) 

110 695世帯 112 621世帯 
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図６ 子供の有無・年齢，夫婦の就業・
非就業別夫婦のいる一般世帯数 
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